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1 調査検討の目的 

北海道では、携帯キャリアによる 4G/LTE がカバーされていない空白地帯が顕在化している。自

営等 BWA は自己土地内の運用に限るという制約がありながら比較的安価で構築できる利点を有し、

スマート農業や保守点検業務などの需要に応えるものとして期待されている。 

この自営等 BWA に期待される新たな運用形態（基地局の臨時移設、ドローン等による端末の上

空利用、上り回線の通信比率を大きくとるための準同期運用）の導入の具現化、また、既存のシ

ステム（同じ周波数帯を使用する地域 BWA 及び隣接帯域を使用する全国 BWA）との周波数共用条

件の導出、さらに自営等 BWA の周波数帯に関して、環境条件（圃場、森林、水上、上空など）ご

との電波伝搬特性を測定し、自営等 BWA のエリア設計に活用できるデータを取得すること等を目

的として調査検討を実施する。 

 

  



6 

 

2 ユースケースの調査・把握 

2.1 利用シーンのデモ 

スマート農業の活用例としては様々なものがあるが、今回は自営等 BWA を活用した利用

シーンとして自動操舵トラクタにフォーカスして行った。 

 

2.1.1 自営等 BWA を活用した自動操舵トラクタの走行デモ 

【実施目的】自営等 BWA の実際の利用シーンを想定したデモ環境を構築し、デモを見ていただき

利用シーンやニーズについての情報収集を目的に実施。 

【実施期間】2022 年 9 月 29 日 

【実施場所】ハイテクインター北海道テストセンター敷地内（図 2.1-1 の通り） 

 

図 2.1-1 デモ敷地の全景とシステム配置 

 

敷地内で 100m の距離を測定し、始点を A 点、終点を B点として直線のロープを張り、ロープの

上で自営等 BWA を用いた自動操舵システムが直線走行出来るかどうかデモする。 
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図 2.1-2 システムの概要 

 

Android スマートフォンに自営等 BWA 用の SIM を挿入し、Bluetooth を介してトラクタ内に設置

した受信機に接続する。受信機は BWA 電波に乗せた Local RTK の基地局情報をシリアル値に変換

し、RTK 演算装置に送られる。トラクタのルーフには GPS 受信機を設置し、RTK 演算装置は Local 

RTK 基地局情報と合わせて RTK 演算し、トラクタの位置を数㎝の誤差にて正確に算出する。 

 

また、今回の実験にあたって、トラクタおよび自動操舵システムは株式会社北海道クボタ北竜

営業所から借用した。 
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【実施結果】自営等 BWA を介した Local RTK により、A 点～B 点を結んだ直線を誤差数 cm の精度

で自動走行することが確認できた。 

 

図 2.1-3 デモ走行時の精度と使用したトラクタ 

 

デモ当日は沼田町役場の農業推進課から２名の見学があり、「田植え時期などの忙しい時期にこ

ういったシステムを活用して省力化が図れるのは非常に良い。」とのコメントがあった。 

デモの時期が稲刈り時期と重なったため、その他の農業従事者の見学は難しく、別途アンケー

トによる情報収集を図ることとした。 
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2.2 農業従事者アンケートの結果 

2.2.1 アンケート実施概要 

【実施目的】沼田町内の農業従事者の間で無線システムを含むスマート農業への利用ニーズにつ

いて情報収集を行うことを目的に実施。 

【実施期間】2022 年 9 月 12 日～10 月 20日 

【調査対象】沼田町内の農業従事者（回答数 11 件/50 件） 

 

 

 

図 2.2-1 調査対象者の主要作物および規模 
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2.2.2 アンケート実施結果 

調査結果の概要は以下の通り 

 

1. スマート農業を導入したいと考えていますか？ 

 

図 2.2-2 スマート農業の導入意向 

 

2. 「導入したい」または「すでに導入している」と回答された方に伺います。 

  導入したい（している）スマート農業は何でしょうか？（複数回答可） 

  【導入したい】 自動操舵付トラクタ: 4    GPS 田植機：2  

  【すでに導入】 農薬散布ドローン: 3  カメラドローン：1 

  

3. 「導入したい」または「すでに導入している」と回答された方に伺います。 

【導入していない理由】 導入費用: 4  

  【導入で大変だった事】 機器設定: 1   ドローン操作 1 
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4. 「導入は考えていない」と回答された方に伺います。考えていない理由は何でしょうか？ 

【高齢・後継者不在】:2  

  【導入費用】:1 

 

5. あなたの圃場に携帯電話の通じない地域はありますか？ 

【ある】:2  （悩み：GPS 補正信号が受信できない。） 

  【ない】:9 

 

6. ドローンを活用して圃場の高精細な映像を上空からリアルタイムで確認出来るとしたら

活用したいですか？ 

【活用したい】:4 

  【考えていない】:7  (理由：必要性がわからない、導入費用など。) 

 

7. 農作業で一番のお悩みは何でしょうか？ 

【田植時の人手不足】:4  

  【腰痛】:1 

  【生産コスト】:1 

  【沼が 6 ヶ所あり作業不効率】:1  

 

2.2.3 アンケート結果まとめ 

農業従事者の中では繁忙期の人手不足や高齢化による課題から、スマート農業を導入したい

というニーズがある一方で、導入費用や機器設定などが懸念されている。 

自営等 BWA に期待される利用シーンとして、ドローンを活用して圃場の高精細な映像伝送に

ついてのニーズがあることも分かった。 

また、全国キャリアのサービスエリア外に圃場を持っている農業従事者からは、トラクタの

自動操舵制御に必要な GPS 補正信号が受信できないという課題が上がっており、こういった課

題には自営等 BWA の活用が有効であることを周知していくことが必要である。 
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2.3 構成員アンケートの結果 

2.3.1 アンケート実施概要 

 

【実施目的】自営等 BWA の新たな運用形態に期待される利用シーンについて導入された場合に期

待される利用ニーズや課題について情報収集を行うことを目的に実施。 

【実施期間】2022 年 9 月 26 日～10 月 5日 

【調査対象】検討会構成員（回答数 7 件） 

【調査項目】以下の通り 

 本調査開始前に、自営等 BWA という制度自体をご存じでしたか。 

 自営等 BWA について、現状の制度にはどのような課題があるとお考えですか。 

 自営等 BWA の導入に伴って発生する課題として、どのようなものが挙げられますか。 

 自営等 BWA の新たな運用形態は、どのようなシーンに適しているとお考えですか。 

 ユーザーの立場に立った時にどのようなメリットが考えられますか。アイデアベースで

結構ですのでご回答ください。 

 農業分野における自営等 BWA のニーズについて、どのようなものが挙げられますか。 
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2.3.2 アンケート実施結果 

調査結果の概要は以下の通り 

 

【現状の制度に関する課題】 

基地局の導入費用、管理/メンテナンス費用などコストに関する課題がある。その他に自営等 BWA

自体の認知度の低さと無線従事者資格、無線局開設申請などのハードルがあり、また、他免許人

および他事業者との干渉調整、移設運用が認められていないことにより、農業従事者が所有する

農地が散在しているケースでコストや変更申請への時間が多くかかることなどの課題がある。 

 

【利用シーン】 

全国キャリアのサービスエリア外の地域にて自動操舵装置、センサー類、カメラ映像伝送など

スマート農業機器の通信が可能となり、さらにはそういった地域での緊急通報（事故時の通報、

有害鳥獣による危害時の通報）など農業従事者の安全確保への利用も想定される。 

また、全国キャリアでは上空の LTE /5G のサービスエリアの不感地域に対しては、自営等 BWA

の上空利用を活かしたエリアカバーも想定できる。 

 

【移設運用のメリット】 

農地や工事現場などの作業場所が広く散在している場合、現状の制度では作業場所毎に基地局

および免許が必要だが、移設運用手続きが簡素化されることで、設備投資コストの削減、圃場や

工事現場などで作業進捗に合わせた通信エリアの変更を行え、辺境地の圃場におけるデータ転送

や GPS補正信号の受信、Wi-Fiではカバーできない規模のエリア構築などへの活用が期待される。 

現状の制度では基地局の移設は変更申請が必要で手続きに期間が必要であるため、移設運用が

可能になれば大きなメリットとなる。 

 

【上空利用のメリット】 

ドローンからのセンシングデータ等のリアルタイム受信やほかの無線システムとの多重化によ

る安全な飛行への貢献、より広い範囲での飛行などが期待される。 

 

【準同期運用のメリット】 

複数の防犯カメラの無線化や、クラウドへのデータアップロード、移動ロボットの遠隔操縦な

ど主にアップロード通信が必要となる映像伝送分野での活用が期待される。 
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2.3.3 アンケート結果まとめ 

自営等 BWA の移設運用は免許申請手続きの簡素化、基地局導入コストの削減など、自営等 BWA

導入に対するハードルを大きく下げることが期待できる。上空利用については全国キャリアサー

ビスエリア外での飛行時やセンシングデータの利活用や安全面の強化のためのニーズがあること

がわかった。また、準同期運用は映像伝送を行う場合にネックとなるアップロード通信の増速に

より、映像伝送を活用する様々なシステムでの利用拡大が期待できる。 

これらより、スマート農業の導入および積極的活用などに向けた自営等 BWA の高度利用に関す

るニーズが明確になったと考える。 
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図 3.1-3 圃場の RSSI 

 

地点⑱、⑰は高規格道路近くであり、地点⑱では道路に遮断され 10dB ほど計算値から低く

なっているが概ね開放地計算通りとなっている。計算式は、アンテナ指向性の減衰を勘案し

てある。圃場は稲田であり時期は 9 月半ばで収穫前の時期である。風速は 0.1m/sec でほとん

ど無風状態であった。 

圃場の為、大地との反射はほぼないものの稲穂による減衰が予想されたが、開放地計算に

ほぼ近い結果となった。 

 
図 3.1-4 圃場の UDP 伝送レート 

 

図 3.1-4 は、Use Datagram Protocol （以降 UDP）伝送レートで、距離が増してもダウンリ

ンク（以降 DL）、アップリンク（以降 UL）ともに一定であった。これは受信レベルが開放地

の為、3km でも-70dBm 以上であり、距離によらず、同じ変調でダウンリンクは 64QAM、アップ

リンクは 16QAM を維持しているからと推察される。 
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3.1.4 まとめ 

役場屋上の基地局から南側の圃場に向かって電波伝搬実験を行った。総務省計算式（参考

資料―1）によるカバーエリア（受信電力 -85dBm 以上）は以下である。 

・開放地：9km 

・郊外地：2.4km 

高規格道路手前の役場周辺のみ建物が散在し、高規格道路から先は圃場が広がっている。

実測値の RSSI は 1km から先は開放地の計算式にほぼ沿った結果となった。以上から圃場は

総務省計算式の開放地計算を使用することが妥当と考えられる。 
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図 3.2-3 森林の RSSI 

 

地点①、⑤、⑥、⑦、⑧は森林に係わらない場所で、⑥は窪地で見通しが無い。②、③、

④、⑨は森林のため見通しがない。 

 

 

図 3.2-4 ⑦地点に対する減衰量比 
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⑱ 170 43.449710 141.834760 17.0 

⑲ 190 43.449542 141.834537 17.1 

⑳ 199 43.449452 141.834435 17.1 

場所は、北海道樺戸郡浦臼町黄臼内 鶴沼公園内である。沼の一角に基地局を設置し、

移動局を移動させた。  
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図 3.3-6 移動局から基地局側を望む 

 

以上から水上面が平面ではなく図 3.3-7 のようなイメージとなる。 

 

 

図 3.3-7 さざ波による反射の様子 

 

水（淡水）の空気に対する屈折率 n は 1.33 で、入射角が増大するにつれ反射波の強度

は増し、屈折波の強度は減衰する。水面が完璧な平面であれば、そのとおりだが、波があ

ると図 3.3-7 のように移動局に到来する電波は波面による反射・散乱のため、複雑な経路

（いわゆるマルチパス）を通り、到来波が delay-profile（遅延プロファイル）となるこ

とが予想される。波の下に向かった電波はほぼ水中で減少し、波の上の方で反射した成分

のみが移動局に届くと推察される。 

平面の場合、臨界角は 48.75°（n=1.33）で、地点⑫（50.1m）から地点⑳（199.3m）ま

での入射角は、基地局高さと距離から 83.7°から 88.4°なので、平面であれば全て反射

することになる。しかし波の為そうはならない。 

遅延プロファイルではいくつかの波が時間的に遅れるため周波数領域では広がる格好

となる。約 30m の遅延が陸上と比べてあることから計算すると、 

 30/(3*10^8) = 0.1usec の遅延が発生していることになる。 

100m 超えたころから受信電力が開放地計算式に近づいてくるのは、波が穏やかになった

ことからと推察される。 
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以上から水上での電波伝搬はマルチパスの影響で極端に受信電力が変化する可能性を

考慮し、十分マージンを持った回線設計が必要である。 

 

  

図 3.3-8 水上の UDP 伝送レート 

 

UDP の伝送レートで、UL は SISO で元から伝送レートが低く安定して最大の 10Mbps が得

られており、DL は受信レベルに沿った結果となった。 

 

3.3.4 まとめ 

水上を跨いでの電波伝搬は波面反射の影響により受信電力が大きく変化すること及び

基地局に近い方は陸上に比べて減衰が大きく、遠くなるにつれ陸上での値に近付き結果

として総務省計算式（開放地）の値にほぼ近づいてくる結果となった。 

 また、十分なマージンを持った回線設計が必要である。 
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         図 3.4-2 ドローン     図 3.4-3 ドローンに搭載した機材ボックス 

 

ドローン機体の下部はセンサーがあるため機器を取り付けられず、移動局や、小型 PC、モ

バイルバッテリなどを格納した青い BOX は機体上部に取り付けた。アンテナは仰角を広くす

るため利得が少し少ない 2dBi のコーン型を用いた。 

機器との干渉を避けるためアンテナは一方向に据え付けたため、ホバリング後に基地局方

向に向け、安定させた。アンテナが 180°反対方向向けたときとの受信レベルの差は約 10dB

である。 

 



31 

 

 

図 3.4-4 上空の測定ポイント 

 

基地局からの距離は 20m ステップである。 

 

 

図 3.4-5 ドローン飛行のイメージ 

 

まず、高度 50m でホバリングさせ、データ取得後に水平移動させ、5 ポイント終了後に

100m まで上昇させ、同様に 5 ポイントでデータ取得した。 
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3.4.2 測定期間 

 ２０２２年１１月１４日～１１月１７日 

 

3.4.3 測定結果 

   

図 3.4-6 ホバリング高度 50m における RSSI の距離特性 

 

   

図 3.4-7 ホバリング高度 100m における RSSI 距離特性 

 

移動局の RSSI 測定値はエリアテスタに比べて信頼性が劣るので UDP DL 伝送レート用

い、計算値の受信レベルと比較した。伝搬損失は自由空間でのフリスの公式を用い、ア

ンテナ（基地局、移動局共）の仰角方向の指向減衰を考慮している。100m は特性が良く
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合っているが、50m では計算値よりも 20m ずれている。これはホバリング時に風速 7～

10m でありかなり揺れていた影響と推察される。 

いずれの高さでも、準同期でも安定した伝送が可能となっている。 

また、UL 伝送レートは 50m、100m ともにすべてのポイントで同期は 10Mbps、準同期は

20Mbps で一定であった。 

この水平距離では伝搬損失はさほど変わらないが、アンテナ（特に基地局側）の仰角

方向の特性による利得変化が大きい。 

 

    

図 3.4-8  基地局側アンテナパターン   図 3.4-9 ドローン側アンテナパターン 

 

図 3.4-8 と図 3.4-9 は左が基地局側オムニアンテナの、右はドローン搭載のコーンアン

テナの垂直方向の指向特性でドローンには逆さまに据え付けている。 

    

3.4.4 まとめ 

ドローンに移動局を搭載し上空 50m、100m でホバリングさせ基地局と同期・準同期含めて

通信させた。仰角方向でもある程度利得が得られているアンテナを用いることによって高

度 100m でも受信レベルは高く、安定した伝送レートが得られた。 

また、計算や実測値の結果から基地局とドローンとの距離による減衰よりも搭載する移

動局のアンテナの仰角方向の指向性利得が重要であることが分かった。 
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図 3.5-1 測定機器等の接続イメージ 

 

3.5.2 測定期間 

 ２０２２年１１月１６日 

 

3.5.3 測定結果 

 

図 3.5-2 社屋側の基地局および移動局（ドローン）位置 
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表 3.5-2 から遠方伝搬遅延の影響はないと考えられる。100m で UDP DL が下がっているがバラツ

キの範囲と考えられる。 

（遠方伝搬遅延と干渉波との関係については、参考資料―３ P.26 参照） 

 

3.5.4 まとめ 

ドローンに搭載した移動局の送信出力を最大の 200mW にして 6.1km 離れた別の移動局に伝搬遅

延の影響があるか検証したが、影響はないと考えられる。確かに上空 50m, 100m では地上に比べ

遠方まで電波は届くが、6.1km が十分遠方であるために干渉波の信号電力が下がるため、その場所

の基地局のカバーエリアの受信電力基準値（-85dBm）以下となるので問題ないと考えられる。 
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基地局 A および基地局 B についてお互いのセクタアンテナ面方向を正対させ、高度 50m で図

3.6-2 のカバーエリアがオーバーラップする付近を東西に何回か飛行させた。ドローン高度は 50m

一定で、ドローン搭載アンテナはコーン型オムニアンテナで、ドローン上の BOX に北側に向けど

ちらの基地局にも均等に電波が発射できる状態とした。 

  

 

図 3.6-2 基地局 A および基地局 B のカバーエリア 

 

3.6.2 測定期間 

 ２０２２年１１月１７日 
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3.6.3 測定結果 

図 3.6-1 に示したコアネットワーク（EPC）に記録されたハンドオーバ（ここでは X2 ハンドオー

バ：X2-HO）のログについて抜粋を下記に示す。 

 

日時   時刻  切り替え時間 Src eNB  Tget eNB  

17-Nov-2022 15:52:09.834913  X2-HO 10.102.81.60 10.102.81.61 開始 

17-Nov-2022 15:52:09.835370 26ms X2-HO     終了 

17-Nov-2022 15:52:16.755538  X2-HO 10.102.81.61 10.102.81.60 開始 

17-Nov-2022 15:52:16.755998 114ms X2-HO     終了 

 

地上では 2 つの基地局間を一方向に移動した場合でも、地形や建物などによる反射などの影響

のためか、安定するまでにハンドオーバが複数回繰り返される現象が見られた。一方、上空の場

合には 1 回のみでハンドオーバが完了した。ほぼ見通し通信となるためと推察する。 

図 3.6-3 は、基地局側、移動局側のアンテナパターンからその利得および上空 50m の移動局ま

での距離から伝搬損失を計算し、ドローン搭載の受信電力を計算したものである。 
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図 3.6-3 ドローン搭載移動局の受信電力 

 

実際の同期同士のハンドオーバは社屋側からでは地点⑨付近、役場側からは⑥と⑦の中間付近

であった。よって約 3～5dB のヒステリシスを持ってハンドオーバしていると推察する。 

 

社屋側を準同期にした場合のハンドオーバにおいては、社屋側との通信が安定せず（サブフレ

ーム 3，8 が常に役場側から干渉受ける）、途絶気味で、役場側（10.102.81.60）から社屋側

（10.102.81.61）へ頻繁に X2-HO しようとした形跡のログは残るが、逆へのログは残っていない。

この際、社屋側への ping は数秒かかっており、通信は途絶気味であった。よって、ハンドオーバ

したとは言えない。役場側に寄った際は安定して通信できていたが、その X2-HO のログは得られ

なかった。 

 

3.6.4 まとめ 

地上 50m でドローンを行き来させてハンドオーバが地上よりもスムースに行われることが検証

できた。しかし片側が準同期の場合は干渉の為、ハンドオーバというよりも準同期側の通信自体

が出来なくなるのでハンドオーバも無理である。 

 

以上、上空利用をまとめると、基地局周辺では、他基地局からの干渉が無ければ、同期・準同

期ともに安定した通信が可能である。なお、準同期が可能となれば、高速・高解像度な映像伝送

の実現とそれによる活用分野の拡大が期待できる。 
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4.2.1 測定期間 

 ２０２２年９月２１日～１２月１日 
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図 4.3-5 地域 BWA 単体 UDP 伝送レート距離特性 

 

基地局 B(地域 BWA)では、図 4.3-5 から地点⑦で受信レベルが下がり⑥で上がっている

が、その傾向が伝送レートに現れている。 
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4.4 自営等 BWA 基地局と地域 BWA の WiMAX 方式との干渉 

地域 WiMAX は自営等 BWA とはバースト長が異なり非同期と思われる。今回の実験は、地

域 BWA 同期の帯域幅を 10MHz にし、中心周波数を地域 BWA と同じく 2587MHz としたもので

あり、参考程度と考える。 

実験結果は基本的に地域 BWA と同じである。 

 

4.5 自営等 BWA 基地局と地域 BWA の 5GNR 方式との干渉 

地域 BWA の周波数帯域（自営等 BWA と同じ 2575～2595MHz）が 5GNR になった場合の干渉

である。まず、5GNR のフレーム構成から考える。 

「総務省ローカル 5G ガイドライン改訂版」では参考欄にあるように 4.6～4.9GHz 及び 28.2

～29.1GHz 帯しかない。ここでは 4.6～4.9GHz 帯のフレーム構成と同じという条件で考え

る。 

 

【同期】 

この同期は 5GNR基地局同士の同期のみならず、自営等 BWA基地局との同期をも意味する。

GPS を用いた同期であっても、D(Downlink), U(Uplink)のスタートが自営等 BWA では Time 

Offset が 3GPP TS36.133 にて 59872xTs として定義され、全国 BWA との事業者間調整でも合

意条件となっている。これは 5G でも同じである。 

しかし、フレーム構成が微妙に異なる。それでも S (Special Subframe)を無視すれば同

一と考えられる。つまり、同期は先に述べた解釈が使え、その結果と同等なことが推察され

る。 

詳細は、周波数共用条件の項を参照 

 

【準同期】 

周波数共用条件の項目を参照。 
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図 4.6-2 全国 BWA 単体の UDP 伝送レート 

 

これは図 4.3-5 の地域 BWA UDP 距離特性と比較すると DL はほぼ同じだが UL が低めに出

ている。これは基地局又は移動局の特性によるものと推察する。 
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5 新たな運用形態と既存システムの周波数共用条件の検討 

周波数の共用に関しては、異なったシステム間でどのような干渉の形態があるかを把握す

る必要がある。そして共用・共存を図るためどのような方策が必要かを検討することになる。 

すなわち、離隔距離を取ったり、指向性アンテナ面方向を変えたり、ガードバンドを設けた

り、バンドパスフィルタの使用などである。サイトエンジニアリングでは干渉調整が個別で

必要となり、できれば一律の技術的条件を決めて対処するのが望ましい。 

以下、方式毎に周波数共用条件について解析を試みる前に干渉の形態について整理する。 

 

【同一周数帯干渉】 

自営等 BWA と地域 BWA（及び地域 WiMAX）、さらに地域 BWA 5GNR との干渉で同期のみなら

ず、準同期についても検討する。 

 

【隣接周波数帯干渉】 

自営等 BWA と全国 BWA、さらに全国 BWA 5GNR との干渉で同期のみならず、準同期について

も検討する。 

 

その他、近接周波数帯（全国 BWA でガードバンドがある場合）については今までの実験結

果から特に問題となるとは考えられず、解析しない。また、屋内での干渉は検討しない。ま

た、干渉計算は今回の実際のフィールドで使用した基地局、移動局の条件を適用する。 

 

  

図 4.7-1 検討を行った TDD-LTE の同期方式、準同期方式のフレーム構成 
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5.1 干渉検討の方法 

離隔距離を求める手法として、基地局同士を 1:1 でアンテナ面を対向させる最悪条件によ

る干渉計算を行う。また、アンテナ面方向をずらした離隔についても考察する。 

 

5.2 干渉検討の組み合わせ 

表 5.2-1 干渉検討の組み合わせ 

自営等 BWA 基地局と影響を検証する既存システムの基地局   

  地域 BWA 地域 WiMAX 地域 BWA5GNR 全国 BWA 全国 BWA5GNR 

自営等 BWA 〇 〇 〇 〇 〇 

自営等 BWA 準同期 〇 〇 〇 〇 〇 

      

自営等 BWA 基地局と影響を検証する既存システムの移動局   

  地域 BWA 地域 WiMAX 地域 BWA5GNR 全国 BWA 全国 BWA5GNR 

自営等 BWA 〇 〇 〇 〇 〇 

自営等 BWA 準同期 〇 〇 〇 〇 〇 

      

自営等 BWA 移動局と影響を検証する既存システムの基地局   

  地域 BWA 地域 WiMAX 地域 BWA5GNR 全国 BWA 全国 BWA5GNR 

自営等 BWA 〇 〇 〇 〇 〇 

自営等 BWA 準同期 〇 〇 〇 〇 〇 

      

自営等 BWA 移動局と影響を検証する既存システムの移動局   

  地域 BWA 地域 WiMAX 地域 BWA5GNR 全国 BWA 全国 BWA5GNR 

自営等 BWA 準同期 -- -- -- 〇 〇 

※ 地域 BWA、地域 WiMAX、地域 BWA5GNR はカバーエリアを近づけて通信出来ないので省略 
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5.3 基地局－基地局 

5.3.1 自営等 BWA 基地局と地域 BWA 方式との周波数共用条件 

 

【干渉結果】 

表 5.3-1 自営等 BWA と地域 BWA の干渉結果 

項目 自営等 BWA－地域 BWA 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 地域 BWA基地局   

アンテナ高さ 4 m 15 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉基地局 地域 BWA基地局 自営等 BWA基地局   

アンテナ高さ 15 m 4 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 2764 m 2764 m   

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz   

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

給電線損失 1 dB 1 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz   

受信アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

受信給電線損失 1 dB 1 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 168.8 dB 170.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 130.2 dB 140.5 dB   

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

受信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

干渉量 37.6 dB 29.3 dB   
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図 5.3-1 基地局間の干渉イメージ 

 

基地局間は 2,764m であり、各アンテナの高さが異なるので拡張秦式の伝搬損失は社屋側から役

場側におけるものと、役場側から社屋における伝搬損失が異なり、同一周波数帯では、社屋側で

の所要減衰量は 29.3dB、役場側では 37.6dB 必要である。 

同期同士の場合、その干渉量分お互いに干渉しあっているが、同期がとれているので、また基

地局入力端のアンテナスイッチのアイソレーションがほぼ 30dB あるので問題ないと推察する。 

しかし準同期の場合、常に 2 個のサブフレームがこの干渉を受信系に影響しているので社屋―

役場間の 2764m では、ほぼ通信が出来ず、離隔を取らなければならない。 

すなわち 35km の離隔をとらなければならない。もしくはアンテナ面をお互いにずらし、アンテ

ナ指向減衰を得なければならない。 
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5.3.2 自営等 BWA 基地局と全国 BWA 方式との周波数共用条件 

【干渉結果】 

表 5.3-2 自営等 BWA と全国 BWA の干渉結果 

  自営等 BWA－全国 BWA 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 全国 BWA基地局   

アンテナ高さ 4 m 15 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉基地局 全国 BWA基地局 自営等 BWA基地局   

アンテナ高さ 15 m 4 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 2764 m 2764 m   

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz   

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

給電線損失 1 dB 1 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz   

送信マスク減衰 -34 dB -36 dB ACLR: 6dBm 以下 

受信アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

受信給電線損失 1 dB 1 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 134.8 dB 134.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 130.2 dB 140.5 dB   

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

受信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

干渉量 3.6 dB -6.7 dB   
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図 5.3-2 基地局間の干渉イメージ 

 

隣接チャンネルの場合、送信マスク減衰が効いている。ACLR（Adjacent Channel Leakage Power:

隣接チャンネル漏洩電力）は工事設計認証の規格からの計算であり実際はさらにマージンがある

と推察する。つまり、ガードバンドがなくても同期同士ではカバーエリアが重なっていても問題

なく通信できることを表している。 

しかし準同期では、注意が必要だが、社屋側の準同期自営等 BWA 基地局がサブフレーム３，８

で干渉受けるが、干渉量がマイナスなので問題ないと推察する。よって準同期でも社屋側は干渉

を受けない。 
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5.4 基地局－移動局 

5.4.1 自営等 BWA 基地局と地域 BWA 移動局との周波数共用条件 

【干渉結果】 

表 5.4-1 自営等 BWA と地域 BWA の基地局－移動局間の干渉結果 

  自営等 BWA―地域 BWA 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 地域 BWA基地局   

アンテナ高さ 4 m 15 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉移動局 地域 BWA移動局 自営等 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 344 m 1764 m   

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz   

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

給電線損失 1 dB 1 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz   

受信アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

受信給電線損失 0 dB 0 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 157.8 dB 159.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 127.7 dB 141.2 dB   

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

受信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

干渉量 29.6 dB 18.1 dB   
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図 5.4-1 基地局－移動局間の干渉イメージ 

 

自営等（地域）BWA 移動局は、そのカバーエリア境界にあるものとする。 

自営等 BWA 基地局―――自営等 BWA 移動局：1,000m 

地域 BWA 基地局 ―――地域 BWA 移動局 ：2,420m 

それぞれの移動局は、相手方からの干渉を常に受ける。その所要減衰量は、 

自営等 BWA 側移動局：18.1dB 

地域 BWA 側移動局： 29.6dB 

 

この意味するところは、同一周波数帯域で同期同士では、役場側（地域 BWA）の移動局は、その

カバーエリア境界（役場から 2,420m）では社屋側（自営等 BWA）基地局からの干渉が激しく通信

できない。また、社屋側の移動局は、そのカバーエリア（社屋から 1,000m）では役場側基地局か

らの干渉で通信できない。つまり移動局は通信できるエリアが干渉により狭められることになる。    

 

また、準同期では、社屋側、役場側ともに移動局が同期と変わることはないが、準同期側の社

屋側基地局が常に地域 BWA の役場側から干渉を常に受け、通信が不安定になるか通信できない可

能性がある。 
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5.4.2 自営等 BWA 基地局と全国 BWA 移動局との周波数共用条件 

【干渉結果】 

表 5.4-2 自営等 BWA と全国 BWA の基地局－移動局間の干渉結果 

  自営等 BWA－全国 BWA 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 全国 BWA基地局   

アンテナ高さ 4 m 15 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉移動局 全国 BWA移動局 自営等 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 344 m 1764 m   

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz   

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

給電線損失 1 dB 1 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz   

送信マスク減衰 -34 dB -36 dB ACLR: 3dBm 以下 

受信アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

受信給電線損失 0 dB 0 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 123.8 dB 123.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 127.7 dB 141.2 dB   

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

受信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

干渉量 -4.4 dB -17.9 dB   
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図 5.4-2 基地局－移動局間の干渉イメージ 

 

自営等（全国）BWA 移動局は、そのカバーエリア境界にあるものとする。 

自営等 BWA 基地局―――自営等 BWA 移動局：1,000m 

全国 BWA 基地局 ―――全国 BWA 移動局 ：2,420m 

それぞれの移動局は、相手方からの干渉を常に受ける。その所要減衰量は、 

自営等 BWA 側移動局：-17.9dB 

全国 BWA 側移動局： -4.4dB 
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5.5 移動局－移動局 

5.5.1 自営等 BWA 移動局と地域 BWA 移動局との周波数共用条件 

同一周波数帯で移動局同士が近接することはないと考えられるので省略する。 

 

5.5.2 自営等 BWA 移動局と全国 BWA 移動局との周波数共用条件 

【干渉結果】 

表 5.5-1 自営等 BWA と全国 BWA の移動局間の干渉結果 

  自営等 BWA－全国 BWA 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA移動局 全国 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉移動局 全国 BWA移動局 自営等 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 5 m 5 m   

空中線電力 10 dBm/MHz 10 dBm/MHz   

アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

給電線損失 0 dB 0 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 14 dBm/MHz 14 dBm/MHz   

送信マスク減衰 -20 dB -20 dB ACLR: 3dBm 以下 

受信アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

受信給電線損失 0 dB 0 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 109.8 dB 109.8 dB   

伝搬損失 54.6 dB 54.6 dB   

送信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

受信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

干渉量 55.2 dB 55.2 dB   
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図 5.5-1 移動局間の干渉イメージ 

 

これは両移動局が基地局から離れ、最大の送信出力 200mW の場合であり、また、許容干渉レベ

ル-98.8dBm/20MHz で通信することはなく通常のカバーエリア-85dBm/20MHz を考える。すると干

渉量 41dB 程になる。それだけ高い干渉波が同時にアップリンク送信した場合、同期では干渉を

かなり受けるが移動局アンテナスイッチにより受信系に入るのは干渉量 11dB 程である。実際

は、同時に電波を発射する確率、さらに移動局が近接する確率、基地局との位置関係で最大送信

電力を発射する確率を考慮しなければならない。 

 

準同期の場合、準同期側移動局から同期側移動局の受信系へサブフレーム 3，8 で常に干渉を与

える。 
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5.6 移動局－基地局 

5.6.1 自営等 BWA と地域 BWA との周波数共用条件 

【干渉結果】 

移動局の最大送信出力は 200mW (23dBm)であり、アンテナ利得は 4dBi max. なので基地局

に与える干渉量は基地局―移動局に比べて少ない。 

 

表 5.6-1 自営等 BWA と地域 BWA の移動局－基地局間の干渉結果 

  自営等 BWA－地域 BWA 備考 

与干渉移動局 自営等 BWA移動局 地域 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉基地局 地域 BWA基地局 自営等 BWA基地局   

アンテナ高さ 15 m 4 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 1764 m 344 m   

空中線電力 10 dBm/MHz 10 dBm/MHz   

アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

給電線損失 0 dB 0 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 14 dBm/MHz 14 dBm/MHz   

受信アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

受信給電線損失 1 dB 1 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 140.8 dB 140.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 131.8 dB 128.6 dB   

送信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

受信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

干渉量 8.5 dB 11.7 dB   
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5.6.2 自営等 BWA と全国 BWA との周波数共用条件 

【干渉結果】 

 

表 5.6-2 自営等 BWA と全国 BWA の移動局－基地局間の干渉結果 

  自営等 BWA－全国 BWA 備考 

与干渉移動局 自営等 BWA移動局 全国 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉基地局 全国 BWA基地局 自営等 BWA基地局   

アンテナ高さ 15 m 4 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 1764 m 344 m   

空中線電力 10 dBm/MHz 10 dBm/MHz   

アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

給電線損失 0 dB 0 dB   

帯域幅 20 MHz 20 MHz   

EIRP 14 dBm/MHz 14 dBm/MHz   

送信マスク減衰 -20 dB -20 dB ACLR: 3dBm 以下 

受信アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

受信給電線損失 1 dB 1 dB   

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 120.8 dB 120.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 131.8 dB 128.6 dB   

送信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

受信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

干渉量 -11.5 dB -8.3 dB   
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タイムオフセット 
GPS 基準信号の立ち上がりより 59872Ts（約 1.94896ms）経過させたと

ころに合わせて送信する。ここで Ts とは 1/(15000×2048)秒とする。 

図 5.7-1 自営等 BWA のフレーム送信開始タイミング 

 

また、同期では、DL/UL Configuration: 2 として規定されている、（準同期は１）。以

上から地域 BWA システムは自営等 BWA にとって非同期として解釈する。 

 

従ってお互いにとって干渉波は AWGN として扱うことにする。残念ながらフィールドで

の機器は自営等 BWA 同期のものを周波数範囲 2582～2592MHz にしたのみであり、あまり

参考にならない。よって今後、自営等 BWA 機器とベクトル信号発生器（16QAM, 占有帯域

幅 9~10MHz）とカップラ（又はコンバイナ）、減衰器を用いて机上（ラボ）にて実験する。 

 

理論的には自営等 BWA と地域 BWA の干渉モデルを用いるが、地域 WiMAX 側が 10MHz な

ので許容干渉レベルを-111.8 – 3 = -114.8dBm とする。 
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表 5.7-2 自営等 BWA と地域 WiMAX の基地局間の干渉結果 

項目 自営等 BWA－地域 WiMAX 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 地域 WiMAX基地局   

アンテナ高さ 4 m 15 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉基地局 地域 WiMAX基地局 自営等 BWA基地局   

アンテナ高さ 15 m 4 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 2764 m 2764 m   

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz   

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

給電線損失 1 dB 1 dB   

帯域幅 20 MHz 10 MHz   

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz   

受信アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

受信給電線損失 1 dB 1 dB   

許容干渉レベル -114.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 171.8 dB 170.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 130.2 dB 140.5 dB   

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

受信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

干渉量 40.6 dB 29.3 dB   

 

自営等 BWA を同期・準同期にしても干渉は同じである。 

地域 WiMAX 側基地局の干渉量は 40.6dB と非常に高い。これはアンテナ面を逆にしても難

しく、自営等 BWA 基地局の送信出力を最低の 2W にする必要がある。もしくは基地局間を

38km 以上離さなければならない。 
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表 5.7-3 自営等 BWA と地域 WiMAX の基地局－移動局間の干渉結果 

  自営等 BWA－地域 WiMAX 備考 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 地域 WiMAX基地局   

アンテナ高さ 4 m 15 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

被干渉移動局 地域 WiMAX移動局 自営等 BWA移動局   

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m   

アンテナチルト角 0 deg 0 deg   

水平距離 344 m 1764 m   

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz   

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi   

給電線損失 1 dB 1 dB   

帯域幅 20 MHz 10 MHz   

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz   

受信アンテナ利得 4 dBi 4 dBi   

受信給電線損失 0 dB 0 dB   

許容干渉レベル -114.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz   

MCL 160.8 dB 159.8 dB   

伝搬損失（郊外地） 127.7 dB 141.2 dB   

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB   

受信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB   

干渉量 32.6 dB 18.1 dB   
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5.8 自営等 BWA 基地局と地域 BWA の 5GNR 方式との周波数共用条件 

まず、4G と 5G のフレームフォーマットを比較する。「参考」にあるようにいずれも 1 ラ

ジオフレームは 10msec であり、サブフレームも 1msec 共通である。総務省ローカル 5G ガ

イドラインには 2.5GHz帯の記述がないので 4.6～4.8GHz帯のフレーム構成を用いることと

する。但し帯域幅は 20MHz である。LTE では各サブフレームは 2 つのスロットからなり、DL

から UL への切り替えは、各フレーム中の 2 番目のフレームで行なわれる。 

5G ではサブキャリア間隔が 15KHz のみならず 30KHz,60KHz もあり 1 サブフレームのスロ

ット数が異なる。 

ここではキャリア間隔が 30KHz の 1 サブフレーム 2 スロットの場合を考える。さらにタ

イムオフセットも 4G と同じ規格なので、サブフレーム構成が同じであれば「同期」と解釈

できる。 

 

まず、お互いが同期同士の場合である。 

 

図 5.8-1 4G 同期と 5G 同期のフレームフォーマットの比較 

 

簡単にするために S (Special Subframe）は無視すると同期同士では干渉の心配はない。 

 

次に 4G 同期、5G 準同期の場合である。 

これも S を無視すると、第 4，9 サブフレームが異なり、基地局が近く干渉がある場合、

5GNR 側が一方的に干渉を 4G 側から受けることになる。 

 

図 5.8-2 4G 同期と 5G 準同期のフレームフォーマットの比較 

 

次に 4G 準同期、5G 同期の場合である。 

これは第 3，8 サブフレームが異なり、基地局が近く干渉がある場合、4G 準同期側が一方

的に干渉を 5GNR 側から受けることになる。 
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図 5.8-3 4G 準同期と 5G 同期のフレームフォーマットの比較 

 

最後に 4G 準同期、5G 準同期の場合である。 

これは第 3,4,8,9 サブフレームが異なり、基地局が近く干渉がある場合、第 3,8 サブフ

レームでは 4G 側が 5GNR 側から干渉を受け、第 4，9 サブフレームでは逆に 5GNR側が 4G側

から干渉を受けることになる。 

 

図 5.8-4 4G 準同期と 5G 準同期のフレームフォーマットの比較 

 

以上まとめるとお互いが同期であれば干渉の心配はない。（もちろん、あまりに近いと干

渉を受ける） 

S (Special Subframe)の扱いだが、5GNR においては 4G と違ってその内容は 1 スロット 14

シンボルのうち、D (Downlink)は 6 シンボル以下、そして 4 つのガードバンドシンボルが

あり、U (Uplink)は 4 シンボル以下となっており、詳細は事業者（機器）によって異なるこ

とである。 

 

図 5.8-5 5GNR の Special Subframe のイメージ 

 

4Gの場合は SSF (例えば７)を決めると Dと Uの時間が自動的に決まる。よって厳密には、

S のところで多少なりとも同期同士でも干渉の可能性がある 

その他の組み合わせは自営等 BWA 準同期の場合が参考になる。「自営等 BWA 基地局と地域

BWA 方式との周波数共用条件」の準同期の記述を参照。 
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5.9 自営等 BWA 基地局と全国 BWA の 5GNR 方式との周波数共用条件 

5GNR は前項のところで、フレーム構成は同じとし、周波数が隣接チャンネル（20MHz 帯域

幅）とする。 

これは自営等 BWA（同期、準同期）と全国 BWA と同じ周波数共用条件を用いる。 

S フレームを無視すると、お互いが同期以外は必ず干渉を受けるが、同一周波数帯ではな

いので、送信マスク減衰が期待できる。 

 

表 5.9-1 自営等 BWA と全国 BWA の 5GNR の基地局間の干渉結果 

  自営等 BWA－5G 全国 BWA 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 5G 全国 BWA 基地局 

アンテナ高さ 4 m 15 m 

アンテナチルト角 0 deg 0 deg 

被干渉基地局 5G 全国 BWA 基地局 自営等 BWA基地局 

アンテナ高さ 15 m 4 m 

アンテナチルト角 0 deg 0 deg 

水平距離 2764 m 2764 m 

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz 

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi 

給電線損失 1 dB 1 dB 

帯域幅 20 MHz 20 MHz 

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz 

送信マスク減衰 -34 dB -36 dB 

受信アンテナ利得 16 dBi 16 dBi 

受信給電線損失 1 dB 1 dB 

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz 

MCL 134.8 dB 134.8 dB 

伝搬損失（郊外地） 130.2 dB 140.5 dB 

送信アンテナ指向減

衰 
-0.5 dB -0.5 dB 

受信アンテナ指向減

衰 
-0.5 dB -0.5 dB 

干渉量 3.6 dB -6.7 dB 

 

4G 自営等 BWA 基地局における 5GNR 基地局からの干渉量は、送信マスクの為マイナスとな

った。しかし、5GNR 基地局では 3.6dB 干渉量が多い。 
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表 5.9-2 自営等 BWA と全国 BWA の 5GNR の基地局－移動局間の干渉結果 

  自営等 BWA－全国 BWA 

与干渉基地局 自営等 BWA基地局 5G 全国 BWA 基地局 

アンテナ高さ 4 m 15 m 

アンテナチルト角 0 deg 0 deg 

被干渉移動局 5G 全国 BWA 移動局 自営等 BWA移動局 

アンテナ高さ 1.5 m 1.5 m 

アンテナチルト角 0 deg 0 deg 

水平距離 344 m 1764 m 

空中線電力 27 dBm/MHz 29 dBm/MHz 

アンテナ利得 16 dBi 16 dBi 

給電線損失 1 dB 1 dB 

帯域幅 20 MHz 20 MHz 

EIRP 42 dBm/MHz 44 dBm/MHz 

送信マスク減衰 -34 dB -36 dB 

受信アンテナ利得 4 dBi 4 dBi 

受信給電線損失 0 dB 0 dB 

許容干渉レベル -111.8 dBm/MHz -111.8 dBm/MHz 

MCL 123.8 dB 123.8 dB 

伝搬損失（郊外地） 127.7 dB 141.2 dB 

送信アンテナ指向減衰 -0.5 dB -0.5 dB 

受信アンテナ指向減衰 0 dB 0 dB 

干渉量 -4.4 ｄB -17.9 dB 
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5.10 参考 

5.10.1 同一周波数帯での準同期における通信不良 

 

図 5.10-1 準同期と同期の干渉イメージ 
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基地局 A,B 共に同期（3GPP 規格の Configuration 2: 6D2U2S）しているとする。この場

合、各基地局のダウンリンク、アップリンクのタイミングは同じなのでたとえ干渉があって

も基地局 A(B)の電波が基地局 B(A)の受信系に入ることはない。厳密には、RF 入力端のアン

テナスイッチのアイソレーションや電源系からの漏れなどで限界がある。但し、端末は、他

方の基地局のカバーエリア深く入ると、干渉の影響を受ける。 

 

次に基地局 A のみ準同期とすると、相手基地局がダウンリンクで電波を出す際は、準同期

基地局のサブフレーム No. 3 と 8 の受信系がオンとなり、常に干渉波を受信する。これは

基地局同士の干渉で、もちろん基地局―端末間の干渉も考えられるが距離が遠ければ問題

にはならない。問題は端末同士の干渉だが、これについては準同期自営等 BWA と全国 BWA と

の干渉のところで説明する。 

 

5.10.2 TDD 

 

図 5.10-2 TDD 

 

1 無線フレームは FDD と同じく 10msec で、これが２つのハーフ・フレームに分割され

る。 

さらに各ハーフ・フレームは 5 つのサブフレーム（1msec）から構成される。そして各サ

ブフレームは 2 つのスロットから構成される。 

DL から UL への切り替えは、各ハーフ・フレーム中の 2 番目のサブフレームで行われ

る。切り替えが行われるサブフレームは DwPTS (Downlink Pilot Time Slot), GP (Guard 

Period), UpPTS (Uplink Pilot Time Slot) の３フィールドから構成される。 

下の表に TDD における DL/UL の構成を示す。 
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表 5.10-1 TDD における DL/UL の構成 

 

 

またスペシャルサブフレーム（SSF）のタイムスロット数を下の表に示す。 

 

表 5.10-2 SSF のタイムスロット数 
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6 自営等 BWAの高度利用に必要な技術的条件等のとりまとめ 

6.1 自営等 BWA の高度利用に関する課題とその対応について 

 

6.1.1 実際の利用シーンや具体的なニーズについてのシステム要求条件 

自営等 BWA は自己土地内利用の原則の中で、他のシステム（地域 BWA や地域 WiMAX 及び

全国 BWA）との周波数共用について常に事業者間調整を求められる。その中で、相手基地局

の位置や送信出力、アンテナ面方向が不明な中で合意を得なければならない。今回の実証実

験で離隔がどの程度必要であるか等明確になった。 

さらにマーケットからはとりわけアップリンクの伝送速度向上が要求されている。従っ

て、準同期の場合、どういう問題があり、その対策はどうするかについても明確にする。 

 

6.1.2 他のシステムとの周波数共用検討 

試験結果及び理論的考察から、お互いが同期の場合と相手が地域 WiMAXのような非同期、

そして自営等 BWA が準同期の場合でかなり検討結果が異なる。 

同一周波数帯での同期同士では、移動局が相手エリアに入っていくにつれ相手基地局か

ら干渉を受ける。 

相手が非同期では、お互いの基地局は常に相手基地局から干渉を受け、今回の場合、数

10km の離隔又は、所要減衰量を満たすようお互いのアンテナ面方向をずらし、指向性アン

テナの利得減衰を得なければならない。 

 

隣接周波数帯の場合、ガードバンド 0Hz でも送信マスク減衰のため、お互いの基地局から

の干渉は、同期の場合、今回の実験ではほぼないかわずかである。また、相手エリアに入っ

ても基地局―移動局間の所要減衰量はマージンあり、同じカバーエリア内で共用できると

考えられる。 

準同期の場合でも、カバーエリアが重ならないようにし、自己のカバーエリア内に限定す

れば全国 BWA と共用できると考えられる。 
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6.2 周波数共用条件のまとめ 

周波数共用条件の実験結果から各干渉モデルの離隔距離やアンテナ指向性減衰を以下に示

す。干渉検討の諸元については、前項「周波数共用条件の検討」参照 

 

6.2.1 自営等 BWA と地域 BWA 

希望波(Desired Signal)に対し妨害波（Undesired Signal）との比（DU 比）がどの程度

であれば通信が成立するかを検討する。 

 

表 6.2-1 基地局間のアンテナ高さ組み合わせ 

組み合わせ 送信アンテナ[m] 受信アンテナ[m] 

1 4 15 

2 15 4 

基地局間伝搬損失（拡張秦式郊外地計算） （注） 

基地局間距離：2,764[m] 

 

 

 

 

DU 比の計算 

基地局感度（Reference sensitivity level）： 

調整対象区域レベル -98.8dBm/20MHz = -111.8dBm/MHz とする。 

移動局感度（Reference sensitivity level）： 

カバーエリアレベル -85dBm/20MHz = -98dBm/MHz とする。 

 

基地局（及び移動局）での所望の希望波の受信レベル（十分 SNR が高く,以下の条件を維

持できる）を計算する。 

基地局：64QAM, 2/3 コーディングレート 

移動局：16QAM, 2/3 コーディングレート 

希望波の受信レベル[dBm] = -174[dBm/Hz] + 10log(NRB*180K)+30 = -174 + 72.5 + 30 
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= -71.5dBm 

(NRB: 1RB (Resource Block)で 12 サブキャリア（180KHz）、それが 20MHz 帯域では 100割

り当てられている)  

30dB は、NF、実装のマージンに加え 20dB kTB 雑音より高く設定し、SNR30dB を目標とし

た値である。 

 

基地局間同士では、 

DU = -71.5 - (-98.8 + 干渉量) [dB] 

移動局に於いては、 

DU = -71.5 - (-85 + 干渉量) [dB] 

 

準同期・非同期では以上であり、基地局間同士、移動局間同士の同期に於いては得られた

DU 比にアンテナスイッチ 30dB を勘案し、 

DU = -71.5 - (-98.8 + 干渉量) +30 [dB] 

移動局に於いては、 

DU = -71.5 - (-85 + 干渉量) +30 [dB] 

また、スループットを維持できる目標の DU 比は 10dBとする。 

 

同一周波数帯では、 

DU = -71.5 - (-98.8 + 37.6) = -10.3 [dB] 地域 BWA 基地局側 

DU = -71.5 - (-98,8 + 29.3) = -2.0 [dB] 自営等 BWA 基地局側 

しかし、TDD 同期の場合なので、干渉波が希望波を上回っても、各々の受信系はアンテナ

スイッチで守られ、アイソレーション約 30dB 考慮すれば、 

DU = -10.3 + 30 = 19.7 [dB] 地域 BWA 側 

DU = -2.0 + 30 = 28 [dB] 自営等 BWA 側 

基地局間の同期同士では以上となる。 

自営等 BWAが準同期の場合、サブフレーム 3，8に於いて常に地域 BWA側から干渉を受け、

DU 比は干渉波が希望波より多く、これでは通信できない。 

 

以上は基地局間の場合で、次は基地局―移動局間を考える。 

同じく拡張秦式（総務省新計算式 Hm=1.5[m]限定）を用いると、各々の移動局が、カバ

ーエリア境界（-85dBm/20MHz）で考えると、その所要減衰量は 

自営等 BWA 側移動局：18.1dB 

地域 BWA 側移動局： 29.6dB 

従って、 

DU = -71.5 - (-85 + 18.1) = -4.6 [dB] 自営等 BWA 移動局側 

DU = -71.5 - (-85 + 29.6) = -16.1 [dB] 地域 BWA 移動局側 

よって所望の DU 比を得られない。 

そのため何らかの方法で離隔をとらなければならない。この組み合わせは、お互いのカバ
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ーエリアが重なっているので、自営等 BWA の送信出力を 26dB 低下させる。もしくはアンテ

ナ面をずらす。指向性減衰を 26dB 取るには、正対向から約 80°ずらすことが必要である。 

 

自営等 BWA が準同期では、次の 2.2 項に準ずる考え方が使用できる。 

 

6.2.2 20MHz 帯域幅（自営等 BWA）と 10MHz 帯域幅（地域 WiMAX） 

地域 WiMAX は 10MHz 帯域幅（2582～2592MHz）非同期であり、基地局間では、 

DU = -71.5 - (-98.8 + 29.3) = -2.0 [dB] 自営等 BWA 基地局側 

DU = -71.5 - (-98.8 + 40.6) = -13.3 [dB] 地域 WiMAX 基地局側 

基地局と移動局間では、 

DU = -71.5 - (-85 + 18.1) = -4.6 [dB] 自営等 BWA 移動局側 

DU = -71.5 - (-85 + 32.6) = -19.1 [dB] 地域 BWA 移動局側 

 

以上から離隔を確保しないと通信が出来ない。自営等 BWA 側の送信出力を 30dB 分低下さ

せる、もしくはアンテナ面を約 80°ずらすことが必要である。そうすれば、各々の移動局

はカバーエリア内でも使用できる。 
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データを送信する確率、また近接する確率を考えれば実質的に自営等 BWA と全国 BWA のカバ

ーエリアをオーバーラップさせても問題ないと思われる。しかし準同期の場合、自営等 BWA

移動局のサブフレーム 3，8 から地域 BWA 移動局のダウンリンク伝送レートに干渉がある。よ

ってカバーエリアをオーバーラップさせない範囲で使用することが妥当と推察する。 
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表 6.3-1～5 から次のことが言える。 

① 移動局が他のシステムの基地局に与える干渉は、基地局から受ける干渉に比べ少ない。 

 

② 同一周波数帯における干渉 

基地局間の干渉では同期の場合は DU 比が十分あり問題ないが、基地局―移動局間の

干渉のために通信距離は狭まる。よってカバーエリアをオーバーラップさせなければ共

用は可能なことが分かった。 

自営等 BWA 側を準同期にした場合、自営等 BWA 側は地域 BWA 側（地域 WiMAX, 5GNR 地

域 BWA）から常に干渉を受けるので十分離隔を取る必要がある。 

 

また、カバーエリアの境界にある移動局は他システムの基地局から同期・準同期含め

干渉を受けるため通信距離が狭まる。 

（DU 比計算の基となる干渉量の計算は伝搬損失などが理論計算である。しかし実際の

フィールドでは距離が遠くなるにつれ伝搬損失が必ずしも増えてはいない地点もある。

しかし傾向として、干渉によりカバーエリが狭まる。） 

 

5GNR 地域 BWA との共用に関しては既存の地域 BWA との共用と同じ考えを用いるのが妥

当である。 

 

③ 隣接周波数帯 

自営等 BWA 同期・準同期ともに全国 BWA（ガードバンド 0Hz）との共用は可能であ

る。同期の場合はカバーエリアをオーバーラップさせて共用が可能で、準同期の場合は

移動局同士が近接しなければ干渉の影響はない。よってカバーエリアをオーバーラップ

させない範囲で使用することが妥当と推察する。 

 

5GNR 全国 BWA との共用に関しては既存の全国 BWA との共用と同じ考えを用いるのが妥

当である。 
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7 調査検討のまとめ 

北海道雨竜郡沼田町周辺及び浦臼町鶴沼公園にて約 3 ヶ月にわたり調査を実施した。時期的に

9 月の稲刈り前から調査開始し、雪が降り始める前に調査を終えることが出来た。 

調査目的の一つである電波伝搬特性の測定に関しては、圃場は開放地の計算式が使えること、

樹木の葉が生い茂り、密生した森林では 5.4dB/100m を計算式に K 値として使用するのが妥当であ

ること、水上では基地局高さと移動局との位置関係で陸上よりも減衰が激しく波がある場合マル

チパスにより遅延が発生することが分かった。 

また、新たな運用形態の上空利用では、遠方伝搬遅延の影響はないこと、さらに 50m, 100m 上

空でも準同期を含め安定した伝送が可能であることが分かった。ドローンの上空利用が可能であ

ることが分かり、これにより広大な圃場のセンシングにより育成状況が把握できるようになり農

作業の軽減化が図れる。さらに準同期活用により 4K カメラによる映像伝送も可能と推察する。 

上空でのハンドオーバは、同期した基地局同士では、地上に比べ非常に安定したハンドオーバ

が可能であることが分かった。 

基地局移設運用に関しては 3.3 項（水上測定）および 3.5 項（遠方伝搬遅延測定）で簡単に設

置運用できることが実証できたので圃場の飛び地や作付け時期の違いによる異なる圃場での運用

に於いて、容易に自営等 BWA システムの構築を進められる。農場や工場敷地内での基地局移設に

関して簡易的な免許制度が望まれる。 

 

同一周波数帯の地域 BWA そして隣接周波数帯の全国 BWA との周波数共用に関しては、実測デー

タ、理論計算から以下の重要な結果が得られた。 

・ 同一周波数帯の地域 BWA、地域 WiMAX との共用に関しては（同期の場合を除いて）カバーエリ

アの近接は困難であり適切な離隔（相手方基地局及び移動局との距離を離す、指向性アンテ

ナ面をずらすなど）を取らなければならない。特に自営等 BWA を準同期にした場合は、基地

局間が近いと（カバーエリア外でも）、自営等 BWA 側の基地局は地域 BWA 基地局から常に干渉

を受け通信そのものが不安定になり場合によっては通信が途絶することがわかった。 

同期の場合は、カバーエリアをオーバーラップさせなければ共用は可能である。 

 

・ 隣接周波数帯の全国 BWA との共用に関しては、自営等 BWA を準同期にした場合を含め、カバ

ーエリアをオーバーラップさせてもお互いに干渉せず、利用できることが分かった。但し、

自営等 BWA を準同期にして全国 BWA 移動局を自営等 BWA 移動局に近接させた場合、送信タイ

ミングにより、全国 BWA 移動局に干渉を与えるので注意を要する。 

 

本調査検討により、自営等 BWA の高度利用に関する期待の高まりと実現に向けた技術的条件な

どが明らかになった。さらに自営等 BWA の周波数帯に関し、環境条件（圃場、森林、水上、上空

など）ごとの電波伝搬特性測定を実施し置局設計に資するデータを取得した。AI や IoT を活用し

たスマート農業などの実装に対し大きな寄与が期待される自営等 BWA の高度利用に関しては早急

な法制化が望まれる。 
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8 用語集 

 Local RTK 

測位測位のなかで RTK (Real Time Kinematic) の方法の１つでローカル（ユーザーの近く）

に基準局を置き、近くの移動局に補正情報を送る。基地局の初期投資は必要だが、工夫する

ことで価格低減できる。移動局との距離である基線長は 10km までと言われている。また基地

局から移動局まで送信する手段が必要である。 

技術の原理は主に下記のように波長の数の計算である。 

たとえば、「みちびき」の L1 周波数（1575.42MHz）の波長は、19.0425cm であり、これを 8

ビットの分解能で 1/256 にすると 0.74mm が最小分解能となる。実際には数 cm と言われてい

る。 

常に毎秒補正情報を送信し続けねばならず、一度途切れると収束に時間かかるので、イン

ターネット（LTE, Wi-Fi など）利用の際、遅延、干渉、レーダー検知などの恐れがあるもの

は使わない方が賢明である。 

誤差を生ずる要因は電離層での遅延、対流圏での水蒸気による電波の屈折、地表の構造物

での反射によるマルチパスなどがある。 

 

 RSSI (Received Signal Strength Indicator) 

RSSI はRS が存在するOFDM シンボルにおいてLTEシステム帯域全体の電力を測定した値 

 

 UDP (User Datagram Protocol) 

コネクションレス型のプロトコルで、パケットごとに確認応答がなく、また再送制御がな

いので高速な通信が可能である。 

 

 DL、UL、ダウンリンク、アップリンク 

DL (Down Link) ダウンリンク、 UL (Uplink) アップリンク 

自営等（地域、全国）BWA は 4G TDD システムであり、基地局から移動局への通信（ダウ

ンリンク）と移動局から基地局への通信（アップリンク）を交互に行っている。 

 

 2 波モデル 

見通し内伝搬のなかで最もシンプルなもので直接波と平面大地の反射波による伝搬モデル 

 

 SISO (Single Input Single Output) 

送受信アンテナがそれぞれ１つずつのシステム 
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 RSRP 

RSRP (Reference Signal Received Power): [dBm] 

基地局から RS(Reference Signal)を受信すると途中の経路の干渉により復調後のシンボ

ル点がある広がりを持って分布するがその平均電力。RSRP は 1 リソースエレメント（帯域 

15 kHz）当たりの RS の 受信電力である。RS は周波数的にも時間的にも偏らずに 送信さ

れており，トラフィック量にも左右されない。 

 

 SIR (Signal to Interference Ratio) 

受信品質を表す指標の1 つである。リソースブロックの15 kHz 帯域内に存在する干渉電

力を分母とし,RSRPとの比をとる。 

 

 RS (Reference Signal)  

受信時に同期検波のためのチャンネル推定に使う基準信号。ダウンリンクでは６サブキャ

リアごとに各スロットの OFDM シンボルの１番目と５番目にマッピングされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-6.3-1 RS のイメージ 
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 リソースブロック 

 
図 8-6.3-2 RB の参考資料 

 

 サブフレーム 

1 ラジオフレーム（10msec）を 10 個に分けてその 1 個をサブフレーム（1msec）という。 

 

 X2-HO 

基地局同士が X2 インターフェイス（基地局間インタフェース）を使用して直接、端末の

情報をやりとりする。X2 ハンドオーバは基地局同士が直接端末の情報を授受するため、コ

アネットワークの負荷を減らし、ハンドオーバの時間を短縮可能である。 

 

 iperf 

ネットワークのパフォーマンスを計測するためのツール。 

 

 サイトエンジニアリング 

無線サイトにて個別調整により干渉調整を行う作業。無線局相互間の離隔距離の確保や、

アンテナ指向方向調整など。 

 

・ ACLR 

  隣接チャンネル漏洩電力 
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【出典】 

本報告書に使用している地図は、地理院地図（https://maps.gsi.go.jp/）を加工して使用して

いる。 
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